
 

 

 

【韓国】 総合指数は週間で 2.6％安と 4週続落、今週も軟調か 

先週の動き／今週の展望 

総合指数は週間で 2.6％安と 4 週続落。週明け 6 月 27－28 日は続伸。米連邦準備制度理事会（FRB）のパウエル議長

の発言などを受けて景気後退への懸念が和らいだほか、中国が新型コロナの隔離措置の緩和を発表したことも好感され

た。ただ、翌 29 日以降は軟調に推移し、7 月 1 日終値は 20 年

11 月初旬以来、約 1 年 8 カ月ぶり安値水準。場中に一時、心理

的節目の 2300 ポイントを割る場面もあった。インフレの高進

と金融引き締めによる景気減速懸念が再燃。6 月の輸出は前年

同月比 5.4％増と市場予想（3.8％増）を上回ったものの、伸び

率が 20 年 11 月以来、1 年 7 カ月ぶりの低水準に落ち込んだこ

とも嫌気された。今週も米国や韓国の金融政策をにらんで軟調

に推移するか。国内では 5 日に物価統計が発表される予定。 

 

【ロシア】 RTS指数は 9.8％安と大幅に 5週ぶり反落、今週は為替相場が焦点か 

先週の動き／今週の展望 

RTS 株価指数は週間で 9.8％安と大幅に 5 週ぶりに反落。配当を取りやめたガスプロムの株価暴落や資源株の下落、

ルーブル安が重しとなった。指数は週初に続伸したが、6 月 29 日から 1 日まで大幅に 3 日続落。エネルギー大手のガス

プロムが法人税の増加に備えるため配当支払いを停止すると

発表し、株価が暴落したほか、商品安を受けた資源株の下落も

重しとなった。ルーブルが対米ドルで 1.2％安となったことも

米ドル建ての RTS 指数を押し下げた。個別銘柄では、金融の

TCS グループが 13.8％高、エネルギーのスルグトネフテガス

が 11.6％高となった一方、ガスプロムが 35.0％安と暴落し、産

金のポリュスが 10.3％安、資源のノリリスク・ニッケルが 9.7％

安となった。今週は原油やルーブル相場をにらんだ展開か。 

 

【ベトナム】 ベトナム指数は週間で 1.1％高と 4週ぶりに反発、今週は一進一退か 

先週の動き／今週の展望 

VN 指数は週間で 1.1％高と 4 週ぶりに反発。前週まで 3 週続落したことで押し目買いが優勢となった。週明け 6 月 27

日は前週末比 1.5％の大幅高となると、28 日は 1.3％高と続伸。29 日はほぼ横ばいとなり、30 日は利益確定売りに押さ

れ、1.7％安となった。1 日は一時的に急落し、場中に週間の安

値をつけたものの、終値では 0.1％高と小幅に上昇して取引を

終えた。週末の終値は節目の 1200 ポイントにわずかに届かな

かった。個別銘柄では金融のベトナム投資開発銀行が 12.3％

高、ベトインバンクが 8.9％高、SSI 証券が 5.9％高と大幅に上

昇した一方、不動産のビンホームズが 2.8％安、ビングループ

が 2.7％安、PC・携帯電話販売のモバイル･ワールド･インベス

トメントが 2.2％安となった。今週は一進一退の展開か。 
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【先週の動き／今週の展望】SET指数は 0.2％高、今週は 5

日に 6月の CPI発表 

SET 指数は週間で 0.2％高と続伸。6 月月間では 5.7％安。先

週は週前半の上昇が指数を支えた。週初の 27 日は、前週末の

勢いを引き継ぎ続伸。28 日は中国政府が入国者に対する隔離期

間の短縮を決めたほか、ドル高バーツ安が一服したことも買い

材料となり上値を広げた。一方、29 日は 5 月の鉱工業生産が前

年同月比 2.1％減と市場予想から下振れした影響などで 4 営業

日ぶりに反落すると、30 日は米国の 1－3 月期の GDP 確定値

が下方修正されたことが嫌気されて、前日比 1.1％安と続落。

ただ、1 日は反発して引けている。今週は 5 日に 6 月の CPI が

発表される予定で、前年同月比の上昇率は 7％台になる見通し。 

 

【インドネシア】 

【先週の動き／今週の展望】クアラルンプール総合指数は

0.9％高、今週は中央銀行が金融政策決定会合を開催 

クアラルンプール総合指数は週間で 0.9％高と 6 週ぶりに反

発。6 月月間では 8.0％安。先週は国内の経済イベントが少な

い中、おおむね堅調に推移した。週前半は 27 日の上昇に続き、

28 日は安値拾いの買いが奏功し、前日比 1.2％高と 3 営業日続

伸。ただ、29 日に反落すると、30 日は引け際に売られて続落

した。1 日は通信株が指数上昇をけん引し、3 日ぶりに反発し

て取引を終えている。今週は 6 日に中央銀行が定例の金融政策

決定会合を開催するほか、8 日には 5 月の鉱工業生産と小売売

上高が発表される予定。政策金利が 4 年 4 カ月ぶりの利上げと

なった前回会合からさらに引き上げられるかが注目される。 

 

 

【先週の動き／今週の展望】ジャカルタ総合指数は 3.5％

安、6月の CPI上昇率は前年同月比 4.4％ 

ジャカルタ総合指数は週間で 3.5％安と反落。6 月月間では

3.3％安。先週はパーム油先物価格の下落などを背景に、週末ま

で 5 日続落と軟調だった。週初の 27 日は、前週の勢いが続か

ず 3 営業日ぶりに反落。28－29 日は 7000 ポイントを挟んでも

み合った後、終値でこの水準を割り込むと、30 日はドル高ルピ

ア安の進行が嫌気されて売り優勢の展開となった。1 日は 6 月

の CPI 上昇率が前年同月比 4.4％と市場予想から上振れた影響

で売られ、指数は前日比 1.7％安と約 1 カ月半ぶりの安値を更

新して引けている。今週は国内の重要イベントが少ない中、前

週末の NY ダウが反発したことは株式相場の追い風か。 

 

【タイ】 

【シンガポール】 

【マレーシア】 

【先週の動き／今週の展望】ストレーツタイムズ指数は 0.5％

安、今週は 3100ポイント台回復に期待 

ストレーツタイムズ指数は週間で 0.5％安と反落。6 月月間で

は 4.0％安。先週は週半ば以降の下落が響いた。週初の 27 日は、

前週末の NY ダウが大幅上昇した流れを引き継ぎ続伸。28 日も

小幅に上値を広げたが、29 日は 6 月の米消費者信頼感指数が低

下した影響で 3 営業日ぶりに反落すると、30 日は世界的なイン

フレ懸念が売り材料視され、前日比 1.0％安と続落した。1 日は

景気減速への警戒感から売られ、終値で 6 日ぶりに 3100 ポイ

ントを割り込んでいる。今週は 4 日の 6 月の製造業 PMI に続

き、5 日には 5 月の小売売上高が発表される予定。外部要因で

は、6 月開催分の米 FOMC 議事要旨が指数を左右しそうだ。 
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